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最高裁平成五年（行ツ）第一七号、七・二・二八判決

判 決

上告人 中央労働委員会

右補助参加人 民放労連近畿地区労働組合

被上告人 朝日放送株式会社

右当事者間の東京高等裁判所平成二年（行コ）第一〇八号不当労働行為救済命令取消請

求事件について、同裁判所が平成四年九月一六日言い渡した判決に対し、上告人から全部

破棄を求める旨の上告の申立てがあり、被上告人は上告棄却の判決を求めた。よって、当

裁判所は次のとおり判決する。

(主文)

一 原判決を破棄する。

二 被上告人の本訴請求のうち、別紙（一）記載の部分につき、本件を東京高等裁判所

に差し戻す。

三 その余の部分につき被上告人の控訴を棄却する。

四 前項の部分に関する控訴費用及び上告費用は被上告人の負担とする。

(理由)

上告代理人 、同 、同 、同 の上告理由及び上告補助参加代理人 、同 、X1 X2 X3 X4 X5 X6
同 、同 、同 の上告理由についてX7 X8 X9

一 事実関係

原審の適法に確定したところによれば、本件の事実関係の概要は、次のとおりであ

る。

大阪府地方労働委員会は、上告補助参加人を申立人、被上告人を被申立人とする1
大阪地労委昭和五一年(不)第四号不当労働行為救済申立事件について、昭和五三年

五月二六日付けで、別紙（二）のとおりの命令(以下「初審命令」という。)を発し

た。被上告人及び上告補助参加人の再審査申立て(中労委昭和五三年(不再)第二五

号、第二六号事件)に対し、上告人は、昭和六一年九月一七日付けで、別紙（三）

のとおりの命令(以下「本件命令」という。)を発した。

被上告人は、大阪市に本社を置いてテレビの放送事業等を営む会社であり、本件2
初審審問終結当時(昭和五二年五月一三日)の従業員は約八〇〇名であった。上告補

助参加人は、近畿地方所在の民間放送会社等の下請事業を営む企業の従業員で組織

された労働組合である。

株式会社大阪東通は、被上告人など近畿地方所在の民間放送会社からテレビ番組

制作のための映像撮影、照明、フィルム撮影、音響効果等の業務を請け負う等の事

、 。業を目的とする会社であり 本件初審審問終結当時の従業員は約一六〇名であった

右従業員のうち約五〇名は、後記請負契約に基づき、被上告人の番組制作の現場に

おいてアシスタント・ディレクター、音響効果等の業務に従事し、このうち上告補

助参加人の組合員は三名であった。株式会社大東は、大販東通のほか、近畿地方所

在の民間放送会社等からの照明業務の請負の事業を目的とする会社であり、本件初

審審問終結当時の従業員は約三〇名であった。右従業員のうち約一〇名は、後記請

負契約に基づき、被上告人の番組制作の現場において照明業務に従事し、このうち
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上告補助参加人の組合員は二名であった。関東電機株式会社(以下、大阪東通、大

「 」 。 、 、東と併せて 請負三社 という )は 被上告人など近畿地方所在の民間放送会社

ホール、劇場等における照明業務の請負の事業を目的とする会社であり、本件初審

審問終結当時の従業員は約七〇名であった。右従業員のうち約一〇名は、後記請負

契約に基づき、被上告人の番組制作の現場において照明業務に従事し、このうち上

告補助参加人の組合員は二名であった。

被上告人は、大阪東通及び関東電機との間で、それぞれ、テレビの番組制作の3
業務につき請負契約を締結して、継続的に業務の提供を受け、大東は大阪東通と請

負契約を締結し、これにより、大阪東通が被上告人から請け負った業務のうち照明

業務の下請をしていた。請負三社は、右各請負契約に基づきその従業員を被上告人

の下に派遣して番組制作の業務に従事させ、右各請負契約においては、作業内容及

び派遣人員により一定額の割合をもって算出される請負料を支払う旨の定めがされ

ていた。

番組制作に当たって、被上告人は、毎月、一箇月間の番組制作の順序を示す編成

日程表を作成して請負三社に交付し、右編成日程表には、日別に、制作番組名、作

業時間(開始・終了時刻)、作業場所等が記載されていた。請負三社は、右編成日程

表に基づいて、一週間から一〇日ごとに番組制作連絡書を作成し、これによりだれ

をどの番組制作業務に従事させるかを決定することとしていたが、実際には、被上

告人の番組制作業務に派遣される従業員はほぼ同一の者に固定されていた。請負三

社の従業員は、その担当する番組制作業務につき、右編成日程表に従うほか、被上

、 、告人が作成交付する台本及び制作進行表による作業内容 作業手順等の指示に従い

被上告人から支給ないし貸与される器材等を使用し、被上告人の作業秩序に組み込

まれて、被上告人の従業員と共に番組制作業務に従事していた。

請負三社の従業員の業務の遂行に当たっては、実際の作業の進行はすべて被上告

人の従業員であるディレクターの指揮監督の下に行われ、ディレクターは、作業時

間帯を変更したり予定時間を超えて作業をしたりする必要がある場合には、その判

断で請負三社の従業員に指示をし、どの段階でどの程度の休憩時間を取るかについ

ても、作業の進展状況に応じその判断で右従業員に指示をするなどしていた。

請負三社の従業員の被上告人における勤務の結果は当該従業員の申告により出勤

簿に記載され、請負三社はこれに基づいて残業時間の計算をした上、毎月の賃金を

支払っていた。

請負三社は、それぞれ独自の就業規則を持ち、労働組合との間で賃上げ、夏季一4
時金、年末一時金等について団体交渉を行い、妥結した事項について労働協約を締

結していた。

上告補助参加人は、被上告人に対して、昭和四九年九月二四日以降、賃上げ、一5
時金の支給、下請会社の従業員の社員化、休憩室の設置を含む労働条件の改善等を

、 、 、議題として団体交渉を申し入れたが 被上告人は 使用者でないことを理由として

交渉事項のいかんにかかわらず、いずれもこれを拒否した。

二 原審の判断

右事実関係の下において、原審は、上告補助参加人の組合員である請負三社の従業
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員との関係では、被上告人は労働組合法七条の「使用者」に当たらず、したがって、

被上告人と上告補助参加人との間では同条二号の不当労働行為が成立する余地はな

、 、く 同条三号の支配介入による不当労働行為について判断を加えるまでもないとして

本件命令を取り消すべきものとした。

三 当裁判所の判断

労働組合法七条にいう「使用者」の意義について検討するに、一般に使用者とは1
労働契約上の雇用主をいうものであるが、同条が団結権の侵害に当たる一定の行為

を不当労働行為として排除、是正して正常な労使関係を回復することを目的として

いることにかんがみると、雇用主以外の事業主であっても、雇用主から労働者の派

遣を受けて自己の業務に従事させ、その労働者の基本的な労働条件等について、雇

用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決定することが

できる地位にある場合には、その限りにおいて、右事業主は同条の「使用者」に当

たるものと解するのが相当である。

これを本件についてみるに、請負三社は、被上告人とは別個独立の事業主体とし

て、テレビの番組制作の業務につき被上告人との間の請負契約に基づき、その雇用

する従業員を被上告人の下に派遣してその業務に従事させていたものであり、もと

より、被上告人は右従業員に対する関係で労働契約上の雇用主に当たるものではな

い。しかしながら、前記の事実関係によれば、被上告人は、請負三社から派遣され

る従業員が従事すべき業務の全般につき、編成日程表、台本及び制作進行表の作成

を通じて、作業日時、作業時間、作業場所、作業内容等その細部に至るまで自ら決

定していたこと、請負三社は、単に、ほぼ固定している一定の従業員のうちのだれ

をどの番組制作業務に従事させるかを決定していたにすぎないものであること、被

上告人の下に派遣される請負三社の従業員は、このようにして決定されたことに従

い、被上告人から支給ないし貸与される器材等を使用し、被上告人の作業秩序に組

み込まれて被上告人の従業員と共に番組制作業務に従事していたこと、請負三社の

従業員の作業の進行は、作業時間帯の変更、作業時間の延長、休憩等の点について

も、すべて被上告人の従業員であるディレクターの指揮監督下に置かれていたこと

が明らかである。これらの事実を総合すれば、被上告人は、実質的にみて、請負三

社から派遣される従業員の勤務時間の割り振り、労務提供の態様、作業環境等を決

定していたのであり、右従業員の基本的な労働条件等について、雇用主である請負

三社と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決定することが

できる地位にあったものというべきであるから、その限りにおいて、労働組合法七

条にいう「使用者」に当たるものと解するのが相当である。

そうすると、被上告人は、自ら決定することができる勤務時間の割り振り、労務

提供の態様、作業環境等に関する限り、正当な理由がなければ請負三社の従業員が

組織する上告補助参加人との団体交渉を拒否することができないものというべきで

。 、 、 、 、 、ある ところが 被上告人は 昭和四九年九月二四日以降 賃上げ 一時金の支給

下請会社の従業員の社員化、休憩室の設置を含む労働条件の改普等の交渉事項につ

いて団体交渉を求める上告補助参加人の要求について、使用者でないことを理由と

してこれを拒否したというのであり、右交渉事項のうち、被上告人が自ら決定する
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ことのできる労働条件(本件命令中の「番組制作業務に関する勤務の割り付けなど

就労に係る諸条件」はこれに含まれる。)の改善を求める部分については、被上告

人が正当な理由がなく団体交渉を拒否することは許されず、これを拒否した被上告

、 。人の行為は 労働組合法七条二号の不当労働行為を構成するものというべきである

以上のとおりであるから、原判決には労働組合法七条の解釈適用を誤った違法が2
あり、右違法は判決に影響を及ぼすことが明らかであるから、原判決は破棄を免れ

ない。原判決中、本件命令の主文第一項に関する部分については、取消請求を棄却

した第一審判決は正当であるから、被上告人の控訴を棄却すべきであるが、本件命

令主文第二項の維持した初審命令主文第二項に関する部分(別紙（一）記載の部分)

については、被上告人が同条の「使用者」に当たることを前提とした上で、同条三

号の不当労働行為の成否につき更に審理を尽くさせるため、本件を原審に差し戻す

こととする。

、 、 、 、 、 、よって 行政事件訴訟法七条 民訴法四〇八条 三九六条 三八四条 四〇七条一項

九六条、八九条に従い、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。

最高裁判所第三小法廷

「別紙資料 略」


